
令和３年３月
桶川市

第九次桶川市高齢者福祉計画及び

第八次桶川市介護保険事業計画 概要版

計画期間：令和３年４月１日～令和６年３月３１日

基本理念
高齢者一人ひとりが人として尊厳を持ち、

自らの意思に基づき住み慣れた地域で、

いきいきと健やかに生きがいを持って、

自立して暮らすことができる

社会の構築を目指します
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団塊の世代が 75 歳以上となる令和７(2025）年、団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令

和 22（2040）年を見据え、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じて

自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援

が包括的に確保される地域包括ケアシステムを段階的に構築し、健やかに暮らせる安全で安心

なまちづくりを推進していく必要があります。 

 

日本の 2025 年の姿 

●団塊世代が後期高齢者に突入 

●国民の 4 人に 1 人が後期高齢者 

●高齢者 5 人に 3 人が後期高齢者 

日本の 2040 年の姿 

●団塊ジュニア世代が高齢者に突入 

●1.5 人の現役世代が1 人の高齢者を支える 

●現役世代の減少 

2040 年の課題 

 ●社会保障費が 1.6 倍（2018 年比較） 

 ●医療費が 1.7 倍（2018 年比較） 

 ●介護給付費が 2.4 倍（2018 年比較） 

 ●ロストジェネレーション世代の高齢化 

 ●現役世代の負担増大 

 ●介護施設の老朽化 

第九次桶川市高齢者福祉計画及び第八

次桶川市介護保険事業計画は、「老人福

祉計画」（老人福祉法第 20 条の 8 第 1

項）及び「介護保険事業計画」（介護保険

法第 117 条）の位置づけの下、これら

の２つの計画を併せ持つものとして策

定しました。 

 

団塊の世代が 75 歳以上になる令和７

（2025）年、団塊ジュニア世代が６５

歳以上となる令和２２（２０４０）年を

見据えた計画となります。 

 

桶川市の高齢者福祉及び介護保険事

業を円滑に実施するための計画です。 

桶 川 市 地 域 福 祉 計 画 

第九次桶川市高齢者福祉計画及び 

第八次桶川市介護保険事業計画 

基 本 理 念  

高齢者一人ひとりが人として尊厳を持

ち、自らの意思に基づき住み慣れた地

域でいきいきと健やかに生きがいを持

って、自立して暮らすことができる社

会の構築を目指します 

   

 

桶川市第五次総合振興計画 【施策の大綱３ 健康・福祉】 

共に支え合い いきいきと暮らせる桶川をつくる 
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●高齢者施策の目指す姿 

意欲や能力に応じて社会参加をしている 

地域で生きがいを持ち、安心して生活できる環境が整っている 

１．計画の法的位置づけ及び性格

２．計画策定に関する社会情勢の変化による課題 
 

その他の 

関連計画 

 

教育 

住宅 

交通 

防災 

環境 

情報 

健康 

医療 

2025 年の課題 

 ●社会保障費が 1.15 倍（2018 年比較） 

 ●医療費が 1.2 倍（2018 年比較） 

 ●介護給付費が 1.4 倍（2018 年比較） 

 ●医療・介護従事者の人材不足 

 ●高齢者の 5 人に 1 人が認知症 

 ●介護施設の不足 

高齢者福祉計画   介護保険事業計画 
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 本計画は、「地域包括ケアシステム」として、市が中心となって、専門的な医療・介護の

連携と、市民の支え合いを含む福祉の豊富な資源を活用し、住み慣れた地域で安心して介護

を受けられる包括的なサービスの環境整備を進める計画です。 

また、いつまでも元気に暮らすためには、日頃の介護予防への取組が重要になることから、

市のみならず、市民主体による介護予防への取組に対する支援を行い、高齢者が様々なとこ

ろで介護予防に取り組める体制を図っていく計画とします。 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画では、「日常生活圏域」を基本として、高齢者が住み慣れた自宅や地域で様々な介護

サービスを利用して生活を継続していけることを目指しています。このため、圏域ごとに高齢

者の総合相談窓口となる地域包括支援センターを設置しています。 

圏 域 対 象 地 域 桶川市地域包括支援センター 

桶川東Ⅰ 
東、西、南、北、寿、神明、 

国道西側の坂田、国道西側の加納 

ハートランド 

住所：坂田１７２５  

電話：048-777-7055 

桶川東Ⅱ 

末広、国道東側の坂田、坂田東、坂田

西、国道東側の加納、篠津、五町台、

舎人新田、小針領家、倉田、赤堀 

桶川市社会福祉協議会 

住所：末広２－８－８ 

電話：048-728-2265 

桶川西Ⅰ 川田谷、上日出谷 

ねむのき 

住所：川田谷５８３０－１  

電話：048-783-5311 

桶川西Ⅱ 
鴨川、朝日、若宮、泉、下日出谷、 

下日出谷西 

ルーエハイム 

住所：若宮１－５－２ ４階 

電話：048-789-2121 
 

4．高齢者福祉計画における圏域（４圏域）

3．計画策定の方向性 
〜資源の創出・連携及び介護予防の充実による地域包括ケア計画へ〜 
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政策目標 基本施策 取組の柱 

Ⅰ 健康でいきい

き暮らすための

介護予防の充実 

１ 健康増進のための啓発・

事業の推進 

① 市民の健康づくりの推進 

② 一般介護予防の推進 

③ スポーツの普及・啓発 

２ 社会参加の促進 

① 生きがいづくり、社会参加の促進 

② 生涯学習、ボランティアの促進 

③ 高齢者の就労支援 

３ 自立生活の支援サービス

の充実 

① サービスの開発・発掘 

② 多様な介護予防・生活支援サービスの充実 

③ 生活支援サービスの充実 

Ⅱ 住み慣れた地

域での生活が続

けられるための

選択肢の充実 

４ 在宅を支える介護保険サ

ービスの充実 

① 地域密着型サービスの実施 

② 介護予防サービスの実施 

③ 居宅サービスの実施 

④ 生活支援サービスの充実 

⑤ 介護保険サービスの質の向上 

⑥ 低所得者の負担軽減 

５ 自分らしい住まいや施設

の選択 

① 施設サービスの充実 

② 高齢期の住まいの確保 

③ 施設サービス等の質の向上 

④ 災害・感染症対策の推進 

Ⅲ 地域の住民全

体で高齢者を支

えるための地域

包括ケア体制の

充実 

６ 医療と介護の連携による

在宅継続の促進 

① 医療・介護連携の推進 

② 在宅療養の普及・啓発 

７ 認知症施策の総合的な推

進 

① 認知症支援の普及・啓発 

② 認知症の予防・早期発見・早期対応 

８ 地域包括ケアシステムの

推進 

① 地域包括ケアの推進 

② 虐待防止、権利擁護に関わる連携推進 

９ 高齢者にやさしい地域づ

くりの推進 

① 多様なネットワークの充実 

② 高齢者にやさしいまちづくりの推進 

③ 地域共生社会の推進 

④ ケアラー（介護者）の支援 

５．政策目標と施策の展開 
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6．基本施策ごとの主な取組の紹介

基本施策１ 

健康増進のための啓発・事業の推進 

市民の健康意識が高まり、各種健康診査の受診率の向上、介護予防体操や

健康長寿いきいきポイント事業に取り組む高齢者が増えている状態を目

指します。趣味、地域活動など様々な場所で生きがいをもって活動できて

いる高齢者が増え、健康寿命も延びている状態を目指します。 

● おもりの重さが調整できるバンドを手首や足首に巻き、椅子に座って 

手足をゆっくりとしたペースで動かす筋力向上を目的とした体操です。 

市では、100 歳体操を指導できる介護予防サポーターを養成しており、 

住民主体のご近所型介護予防として、普及に取り組んでいます。 

「立ち上がりが楽になった」「荷物を持ちやすくなった」「疲れにくく 

なった」などの効果がみられています。 

基本施策３ 

 

自立生活の支援サービスの充実 

生活支援サービスの多様化を図り、生活機能の低下した高齢者に対し適切

な生活支援サービスを提供することにより、心身機能のみならず、外出機

会の確保、他の高齢者との交流を通して、自立に向けた支援が行われてい

る状態を目指します。また、生活支援コーディネーターが住民主体による

活動を支援し、多くの地域で活発な活動が行われている状態を目指します。

● 要支援者や生活機能の低下が見られた方などが利用することができる訪問介護、通所介護

などの「介護予防・生活支援サービス」は、市町村の実情に応じて多様化を図ることができ

ます。桶川市では、令和元年度に全てのサービスの類型を創設しました。今後は地域の実情

に応じてサービスの充実を図っていきます。 

・

基本施策２ 

社会参加の促進を推進していきます。 

高齢化の進展に伴い、高齢者が参加する地域活動や高齢者の就労人口が増

大し、高齢者が地域社会で活躍している状態を目指します。 
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基本施策６ 

医療と介護の連携による在宅継続の促進 

○ 医療と介護の関係者が現在の状況を共有し、今後のあり方を協議する

場を定期的に確保することで、顔の見える関係が構築され、介護現場で

の連携の機運が高まっている状態を目指します。 

○ 高齢者が元気なうちから人生の最終段階の過ごし方を考え、家族等と

話し合い、共有していくアドバンス・ケア・プランニング（ACP）の取

組が普及している状態を目指します。 

基本施策５ 

自分らしい住まいや施設の選択 

安心して生活が続けられるように関係機関と連携し、必要な物資の備蓄や

設備等の整備など災害や感染症への対策に努め、特に避難を要する災害に

おいては「避難行動要支援者登録制度」が円滑に活用できるよう推進しま

す。施設入居待機者の方については、必要な介護基盤整備を行います。ま

た、地域にとっての施設の社会的意義を考え、地域住民との交流を推進す

るなど、地域に開かれた活動が一層盛んになるよう促進します。 

 

● 認知症またはその疑いがある対象者の支援方法を検討するチームです。 

チーム員は認知症サポート医を中心とし、看護師などの医療職、社会福祉 

士などの介護職で構成されています。適切な医療・介護サービスを受けて 

いない人などを、チームが 6 か月を目安に包括的・集中的に関わり、住み 

慣れた地域で安心して暮らし続けられるように支援しています。 

基本施策７ 

認知症支援、早期対応のシステムづくりの推進 

認知症サポーターの養成は、元気高齢者を始め、小・中学生などを対象と

して取り組み、認知症への理解が進んでいる状態を目指します。また、地

域包括ケア推進協議会において、引き続き医療関係者や介護事業者との連

携体制が図られ、市民に予防事業（予防教室）などが普及し、専門的な支

援も認知されている状況を目指します。 

基本施策 4 

 在宅を支える介護保険サービスの充実 

高齢者が、身近できめ細かい介護保険サービスや在宅での介護・医療、認

知症支援を、各日常生活圏域で受けることができる状態を目指します。ま

た、質の高い適切な介護保険サービスを受けることができる状態を目指し

ます。 
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地域包括ケアシステムの推進 

○ 地域包括支援センターの更なる周知が図られ、総合相談支援事業、包

括的・継続的マネジメント、地域ケア会議などの各種取組が適切になさ

れ、安定・定着している状態を目指します。 

○ 中核機関が設置され、高齢者の権利や財産を守るため、制度の普及や

啓発、相談が充実していることを目指します。 

基本施策８ 

基本施策９ 

高齢者にやさしい地域づくりの推進 

住民主体の活動を中心に、地域の実情に合った支え合いのネットワークが

多くの地域で構築されている状態を目指します。元気な高齢者は、支え合

いの担い手として関わり、介護予防と社会参加が同時に進められている状

態を目指します。また、地域づくりには、高齢者から障害者、子どもを含

めた地域共生型の仕組みについても推進されている状態を目指します。 

 

● 地域包括支援センターとは 

主任ケアマネジャー、保健師、社会福祉士などの専門職が、 

ひとつの「チーム」を組んで高齢者や家族の支援を行っています。 

① 様々な相談に対応します 

生活全般の悩みや相談に対し、保健師、看護師、社会福祉士、 

主任ケアマネジャーなどの専門職が対応します。相談内容により、 

適切なサービスの紹介や解決のための支援を行います。 

② 自立した生活を支援します 

高齢者の心身の状態に合わせて、介護予防の支援を行います。 

③ 高齢者の権利を守ります 

虐待の早期発見や防止、詐欺、悪質商法の被害防止、成年後見制度の活用支援を行います。 

④ 住みやすい地域づくりを支援します 

高齢者にとって住みやすい地域にするために、介護・福祉・保健・医療などの関係機関と

連携し、地域を支えます。 
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高齢者人口の増加により介護保険事業費が増加し、保険料の負担も増加します 

桶川市では、今後とも高齢者人口は増加し、それに伴い、介護保険サービスを利用する要介

護認定者数も増加が見込まれます。この結果、第八次では総事業費が約 181 億円となり、介

護保険基準額(月額)は、5,300 円と推計しました。 

 ●問い合わせ先 

桶川市健康福祉部高齢介護課 

電 話  048-786-3211（代表）FAX 048-787-5409 

U R L :  https://www.city.okegawa.lg.jp 

             

② 要介護・要支援認定者数を推計 

⇒第八次：11,112 人（3 年間） 

③ 介護保険給付に必要な費用を推計 

⇒第八次：約 181 億円（3 年間） 

⑥ 第八次介護保険料月額基準額を算出 

介護保険料基準額（月額）5,300 円と見込んでいます。 

※それぞれの負担額につきましては、所得や市民税の課税状況により 10 段階の区分となります。 

要介護認定者の見込み（人） 

第 1 号被保険者数の見込みと高齢化率 

 

21,741 22,098 22,133 22,171 
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20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R2 R3 R4 R5
高齢者人口 高齢者人口割合

総事業費の見込み（億円） 

① 高齢者人口（第１号被保険者数）の推計 

⇒第八次：66,402 人（3 年間） 

   
※保険料算出の推計人口は、平成 27 年国勢調査の性別・年齢階級別人口を

もとに算出しているため、右図の実態とは異なります。 
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

第八次

R3 R4 R5

7．介護サービス⾒込量に基づく介護保険料の算定

④ 総事業費のうち第１号被保険者負担分（23%）を第１号被保険者数（３年間）で 

除算することにより、介護保険料基準額（月額）を算出  

⑤ 介護給付費準備基金（保険給付費支払基金）の活用により、介護保険料を軽減 
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4,000
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3,415 3,565 3,702 3,845


